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研究要旨 

口腔の健康問題は多くの全身疾患の原因となり、またそれ自体が健康寿命に影響を与えることが

報告されているが、国民の歯科受診率は伸び悩んでいる。健康サポート薬局は地域住民の健康サポ

ートを具体的かつ積極的に行う機能を有しており、地域住民の“口腔”の健康サポートを行う上で

も、最適な医療提供施設である。しかし、我々の先行研究では、口腔の健康維持・増進に関する屋

局薬剤師の知識と自信度が不足していた。そこで本研究では、薬局薬剤師に対する口腔の健康サポ

ートに特化した研修プログラムを構築する。さらに、当該研修を修了した薬剤師が口腔の健康サポ

ートを行うことで、地域住民の歯科受診率、口腔の健康状態、さらに医療費に対する効果を検討す

る。本年度は研修プログラムを構築し、前半グループの薬剤師に対して実施すると共に、医療費に

対する効果を検討するための基盤となる歯科医療費に関する文献レビュー、薬剤師の意識調査の論

文化を行った。 
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A．研究目的 

研究代表者はこれまでの調査研究により、日本

の薬局薬剤師は諸外国と比べて、地域住民の口腔

関連トラブルに対応することに自信が持ててい

ないことを報告してきた 1）。さらに、患者、歯科

医師に対する調査研究により、薬局薬剤師が口腔

の健康に参画するニーズを明らかにしてきた 2)､3)。

これより、口腔の健康サポートは薬局薬剤師の取

組むべき最重要事項の一つと考えられる。 

一方で、2015年に策定された患者のための薬局

ビジョンにおいて、健康サポート薬局が定義され、

その機能として、地域住民の健康サポートを積極

的かつ具体的に実施することとされており、口腔

の健康サポートもこの中に含まれるべきと考え

る。しかしながら、これまで薬学教育モデル・コ

ア・カリキュラムには口腔領域は含まれておらず、

薬剤師が業務において口腔ケアに参画すること

はほとんど無かった。そのため、2022年日本口腔

ケア学会も、「薬剤師教育における口腔ケア領域

の充実および、臨床の現場における薬剤師の口腔

ケアへの参画が重要」とする大阪宣言を発出した

4)。現在のところ、健康サポート薬局が行う口腔の

健康サポート事業の有用性に関する研究報告は

存在しない。そこで本研究では、健康サポート薬

局の薬剤師による口腔の健康サポートイベント

による、地域住民の歯科受診率、口腔の健康状態、

さらに医療費に対する効果を検討する。 

本研究は 2年計画であり、本年度は薬局薬剤師

による口腔の健康サポートの医療費・歯科医療費

への影響を推計するにあたっての基盤となる情

報を得るために文献レビューを行う（分担研究：

歯科領域の医療費・歯科医療費に関する文献レビ

ュー）。また、これまでに行った薬局薬剤師対象の

口腔ケアに対する認識調査の成果は、本研究の重

要な知見となるため、その英語論文化を行う（分

担研究：口腔ケアに対する薬局薬剤師の認識に関

する先行調査の論文化）。さらに、次年度に行う健

康サポート薬局に勤務する健康サポート薬局研

修修了薬剤師（以下、健サポ薬剤師）による地域

住民に対する口腔の健康サポートの有用性に関

する無作為化比較試験に向けて、健サポ薬剤師の

口腔の健康に関する知識、スキルの向上のための

研修プログラムを構築する（代表研究：健康サポ

ート薬局に勤務する健康サポート薬局研修修了

薬剤師に対する口腔の健康に関する研修プログ

ラムの構築と実施）。 

 

B．研究方法 

1．歯科領域の医療費・歯科医療費に関する文献レ

ビュー 

分担研究報告書（別添４）のとおり。 

 

2．口腔ケアに対する薬局薬剤師の認識に関する

先行調査の論文化 

分担研究報告書（別添４）のとおり。 

 

3．健康サポート薬局に勤務する健康サポート薬

局研修修了薬剤師に対する口腔の健康に関する

研修プログラムの構築と実施 

3-1．研修プログラムの構築 

分担研究報告書（別添４）のとおり。 

 

C．研究成果 

1．歯科領域の医療費・歯科医療費に関する文献レ

ビュー 

分担研究報告書（別添４）のとおり。 

 

2．口腔ケアに対する薬局薬剤師の認識に関する

先行調査の論文化 

分担研究報告書（別添４）のとおり。 

 

3．健康サポート薬局に勤務する健康サポート薬

局研修修了薬剤師に対する口腔の健康に関する

研修プログラムの構築と実施 

分担研究報告書（別添４）のとおり。 

 

D. 考察 

 今年度は 2年計画の 1年目であり、口腔の健康
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サポートが歯科医療費に与える影響を考えるた

めの基盤として、歯科医療費に関する文献レビュ

ーを行った。また、薬局薬剤師の口腔ケアに対す

る意識を調査した英語論文を作成することで、現

在の薬局薬剤師の口腔の健康サポートにおける

課題を明確にした。更に、健サポ薬剤師の現状を

把握し、口腔ケア関連の知識不足を自覚している

こと、薬剤師による口腔の健康サポートの推進に

は教育・研修の仕組み作りが有用であることを明

らかにした。その上で健サポ薬剤師に対して研修

を行い、その有用性を評価した。 

今回の結果を踏まえ、来年度は残りの半数の健

サポ薬剤師に向けて研修を行い、研修の評価をま

とめることで研修プログラムの改善作業を完了

させると共に、健サポ薬剤師の介入の有用性を無

作為化比較試験にて検証し、その結果から歯科医

療費に与える影響を推計する。また、その際に使

用したパンフレットを元に、薬局薬剤師が使いや

すいパンフレットを作成し、全国の健康サポート

薬局で口腔の健康サポートが行えるような基礎

を構築する。 

 

E. 結論 

 本研究で健康サポート薬局に勤務する健サポ

薬剤師に対して研修を行うことで、薬局薬剤師の

スキルが上がり、その薬剤師の地域住民の口腔の

健康に関する介入が有用か否かを次年度行う介

入研究で検証する。医療費に与える影響は長期的

な評価が必要であるが、まずは半年というスパン

で介入の効果を検証していく。その有用性が明確

になれば、薬剤師が、歯科医師と連携して地域住

民の健康寿命の延伸に寄与するエビデンスにな

ると考える。 

 

F. 健康危険情報 

 なし 

 

G. 研究発表 

1．論文発表 

  なし 

 

2．学会発表 

林 直子. 厚生労働科学研究～地域住民の口腔内

に対する薬局薬剤師の健康サポート(中間報告)

～, 第 26 回日本口腔ケア協会学術大会並びに

日本口腔ケア学会春季大会(東京), 2024年 2月, 

シンポジウム講演 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

なし 

 

2. 実用新案登録 

なし 

 

3. その他 

なし 
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令和 5 年度 厚生労働科学研究費補助金 

（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業） 

研究報告書 

 

健康サポート薬局に勤務する健康サポート薬局研修修了薬剤師に対する 

口腔の健康に関する研修プログラムの構築と実施（中間報告） 

 

 研究代表者 山浦 克典 1） 

 研究協力者 林 直子 2） 

1）慶應義塾大学薬学部 医療薬学・社会連携センター 社会薬学部門 教授 

2）慶應義塾大学薬学部 医療薬学・社会連携センター 社会薬学部門 

 

研究要旨 

〈背景・目的〉 

口腔の健康は全身疾患の原因となり、またそれ自体が健康寿命に影響を与えることが報告されてい

るが、国民の歯科受診率は伸び悩んでいる。健康サポート薬局は地域住民の健康サポートを具体的

かつ積極的に行う機能を有しており、当該薬局の薬剤師が口腔の健康サポートを行う意義は大きい

と考えられる。しかし、薬剤師が口腔に関する知識を得る場が限られていることから、薬局薬剤師

に対する口腔の健康サポートに特化した研修プログラムを構築する。 

〈方法〉 

健康サポート薬局薬剤師向けの web 研修並びに実地研修プログラムを構築してその有用性を評価す

る。実地研修プログラムは 2024 年 3 月 24 日と 2024 年 4月 14 日の 2 グループに分けて行い、無記

名自記式質問紙調査により有用性評価を行う。 

〈結果〉 

研修前の質問紙調査では口腔の健康に関する相談に適切に回答する自信がないと答えた薬剤師は

71.8％と半数以上にのぼったが、前半グループの研修終了後には 90％以上が自信がついたと回答し

た。研修前に何らかの口腔の健康サポートを行っていた薬剤師は 28.2％と 3 割に満たなかったが、

87.2%の薬剤師が口腔の健康サポートに薬剤師が積極的に関わるべきだと回答していた。 

〈考察〉 

口腔の健康サポートに特化した薬剤師の研修プログラムを構築し、Web 研修は研究協力薬剤師全員

に、実地研修を前半グループに実施した。本研究における研修全体の評価は前半グループのみの結

果であるが、現時点において研修の有用性が示唆された。後半グループ終了後に最終結果を取りま

とめ、改善点があれば修正し、一般化できる研修の形にしていく。また、次年度は研修を修了した

薬剤師による口腔の健康サポートの有用性を無作為化比較試験にて検討する。更に、本研究に参加

した薬剤師により意見を募り、薬局において使用しやすい口腔の健康サポートに最適な資材を作成

する。 
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A．研究目的 

我が国の国民医療費は 2020年現在 42.9兆円に

上り、高齢化を背景に高騰が問題となっている。

国民皆保険等の社会保障制度を維持するには、健

康寿命の延伸が必須となっている。高齢者におけ

る健康の維持・増進には、適切な栄養摂取は重要

な要素であり、これを推進する上で口腔の健康状

態の維持は必須となる。一方、加齢に伴い増加す

る口腔の健康問題の代表として、歯周病とオーラ

ルフレイルがある。 

歯周病は、糖尿病や誤嚥性肺炎、心血管疾患な

ど多くの全身疾患との関連や低体重児出産など

胎児への影響が知られているが 1),2)、厚生労働省

によると 2020 年の疾患別推計総患者数で、歯肉

炎及び歯周病は高血圧性疾患に次ぐ第 2位である。

糖尿病患者において、歯周病は第 6 の合併症であ

るだけでなく、糖尿病そのものを悪化させること

も知られている 3)。また歯周病は、脳梗塞や心筋

梗塞のリスク因子でもあり、定期歯科受診により

発症率を改善するという報告もある 4) 。加えて、

2020 年の九州大の研究では、歯周病菌の感染がア

ルツハイマー型認知症の原因物質と考えられる

アミロイドβの脳内への輸送促進に関与してい

ることが示されている 5)。 

オーラルフレイルは、誤嚥性肺炎に直結するだ

けでなく、身体的フレイル、サルコペニア、要介

護認定、総死亡のすべてにおいて 2 倍以上の発生

リスクが認められている 6)。しかしながら歯科検

診の受診率は低く、2022 年に日本歯科医師会が行

った調査において過去１年間に受診している者

は 50％に満たない。このことから、政府は骨太方

針 2023 には「国民皆歯科健診に向けた取組の推

進」を掲げているが法的な拘束力はなく、現在既

に行われている特定健診でも厚生労働省のデー

タで 53.1％と皆健診には程遠い。 

一方、2015年に策定された患者のための薬局ビ

ジョンにおいて、健康サポート薬局が定義され、

その機能の一つとして地域住民の健康サポート

を積極的かつ具体的に実施することとなってい

る 。健康サポート薬局では健康相談に応じるの

みならず、気軽にアクセスできる身近な薬の専門

家として積極的な情報発信も求められている。健

康サポートの中に「口腔の健康サポート」も含ま

れるため、薬局薬剤師が口腔の健康維持増進に関

わり積極的に発信していくべきであるが、消極的

な薬局が多いのが現状である。我々の調査によっ

て薬局薬剤師が諸外国に比べて地域住民の口腔

関連トラブルに対応することに自信がないこと

も明らかになっている 7)。2022 年の日本口腔ケア

学会大阪宣言では、「薬剤師教育における口腔ケ

ア領域の充実および、臨床の現場における薬剤師

の口腔ケアへの参画の重要性」が述べられるに至

った 8)。これまで薬学教育モデル・コア・カリキ

ュラムには口腔の健康に関する内容は含まれて

いなかったが、令和 4年度改訂版薬学教育モデル・

コア・カリキュラムには「薬物治療の実践」や「地

域医療・公衆衛生への貢献」の項目において、「口

腔ケア」が盛り込まれた。このため現職の薬剤師

においても、口腔ケアに関する学修の必要性が高

まっている。 

当研究室ではこれまでに、先述の薬剤師の意識

調査に加え、患者、歯科医師に対する調査研究に

より、薬局薬剤師が口腔の健康に参画するニーズ

を明らかにしてきた 9),10)。また、口腔内環境に注

目して薬局来局者に唾液検査及び口腔セルフケ

アに関する情報提供を行ったところ、口腔セルフ

ケア習慣及び歯科受診行動を変容させる可能性

を示唆してきた 11)。これまで入院患者に対し歯科

衛生士が口腔ケアに関わることで患者の口腔内

の状態が改善することを調べた研究はあるが、地

域住民に対し薬局薬剤師が関わることによる口

腔の健康状態の変化を調べた研究はない 12)。そこ

で本研究では口腔状態の評価方法と口腔の健康

維持・増進のためのサポート方法の研修プログラ

ムを作成し、健康サポート薬局の薬剤師に対して

本研修を実施したうえで、地域住民の口腔の健康

状態に合わせて個々に適したサポートを行うこ

とで地域住民の歯科受診率の向上と、口腔の健康



7 

 

状態および口腔ケア習慣が改善するかどうかを

無作為化比較介入試験で明らかにすることを目

的とした。 

そこで本年度は、健康サポート薬局に勤務する

健康サポート薬局研修修了薬剤師（以下、健サポ

薬剤師）が、口腔の健康に関する知識とスキルを

習得するための研修プログラムを構築する。2 年

目にはその研修を受けた健サポ薬剤師による地

域住民に対する口腔の健康サポートの有用性を

無作為化比較試験により評価する。 

 

B．研究方法 

1．web 研修の構築 

本研究に参加する健サポ薬剤師に対する、歯科

医師による web 研修動画を作成した。この研修動

画には、本研究では使用しないが、今後薬剤師が

口腔内の副作用発見のために使用する可能性が

ある評価方法として、多職種による口腔の評価指

標である Revised Oral Assessment Guide （以

下、ROAG）に関する内容も含めた。動画は株式会

社ケアネットと研究協力者五島によりシェアス

タジオにて、1 本当たり 10 分前後の動画を計 7 本

作成した。それぞれ「口腔の機能」「口腔の構造」

「補綴物」「口腔内の異常」「摂食嚥下機能」「ROAG

評価とは」「ROAG 評価の実践」をテーマとし、一

般社団法人日本口腔ケア学会に監修を依頼した。

作成した動画は Box クラウドストレージ

（Box.comTM）にて、本研究に参加する健サポ薬剤

師のみが閲覧できる設定で共有した。各動画の途

中に異なるキーワードを 3つ表示するように設定

し、動画視聴後に提出し、全て一致するまで再視

聴することとした。また、視聴後に 3 問程度の確

認テストに回答し、到達度が不十分な場合は再視

聴することとした。キーワードおよび確認テスト

は Google Form を用い回答を回収した。 

 

2．実地研修の構築 

薬剤師の口腔の健康サポートのスキルおよび、

口腔のセルフチェックの手法を修得するために

実地研修を構築した。実地研修は 2024 年度に行

われる無作為化比較試験の説明会に組み込んで

実施することとした。説明会のプログラムは「口

腔の健康の重要性について（研究代表者：山浦）」

「本研究の実施方法について（研究協力者：林）」

「健康サポート薬局で行うイベント開催のコツ

（研究分担者：岡崎）」「口腔の健康サポート方法

について（研究協力者：林）」「口腔ケアの実施方

法と口腔内の観察の実習（研究協力者：五島）」と

し、慶應義塾大学芝共立キャンパスにて 10:00 開

始 16:30 終了の計画とした。 

 

3．研究説明会並びに研修の実施 

2024 年度に行う無作為化比較試験の研究説明

会を 2024 年 2 月 13 日、14 日、15 日、20 日、26

日、3 月 5 日、7 日に行い、研究協力者としての参

加の意思表明をした健サポ薬剤師を本研修の対

象者とした。 

対象者は、web 研修動画の URL および閲覧パス

ワードを用いてクラウドストレージにアクセス

し、7 編全ての研修動画を実地研修の前に視聴し、

確認テストまで修了した。 

実地研修の実施日は、前半グループは 2024 年 3

月 24 日、後半グループは 2024 年 4 月 14 日とし

た。 

 

4．研修の評価 

4-1．調査方法 

健サポ薬剤師の口腔問題対応能力把握のため、

「研修前質問紙調査」を web 研修受講前に実施し

た。また、同様の目的で「研修後質問紙調査」を

実地研修修了後（今年度は前半グループのみ）に

実施した。さらに、研修プログラムの内容を評価

するための「研修プログラム評価質問紙調査」を

実地研修修了後に行った。なお、健サポ薬剤師の

口腔の健康サポートに関する意識調査を、無作為

化比較試験終了後に実施する。 

4-2. 調査対象 

 2024 年度に行う無作為化比較試験の研究協力
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者として参加意思表明をした健サポ薬剤師 39 名

を対象とした。 

4-3．調査項目 

 研修前質問紙調査の項目は、来局者からの口腔

トラブルに関する相談経験、口腔トラブルに適切

に対応する知識、適切に対応する能力、適切に対

応する自信、口腔の健康維持増進の推進に必要な

事項の認識、口腔領域に関する取組み状況とした。 

研修後質問紙調査の項目は、口腔トラブルに適

切に対応する知識、適切に対応する能力、適切に

対応する自信、口腔の健康維持増進の推進に必要

な事項の認識、口腔領域に関する取組み状況とし

た。 

研修プログラム評価質問紙調査の項目は、研修

内容の理解度、業務における有用性、研修の満足

度とした。 

4-4．集計 

 今年度は研修前質問紙調査（n=39）、実地研修を

修了した 1グループ目の研修後質問紙調査（n=21）、

研修プログラム評価質問紙調査（n=21）の各回答

を、Excel を用いてデータ化し単純集計した。 

 

C．研究成果 

Web 研修の受講者は 40 名、そのうち 1 名は健康

サポート薬局勤務ではなかったため除外した

（n=39）。実地研修まで修了した前半グループの

受講者については、全ての質問紙調査の回答を集

計した（n=21）。各設問で回答漏れや不備があった

場合は欠損値として扱い、当該設問の集計から除

外した。 

 

1．研修前質問紙調査 

回答者の属性は「30 代」が 27 名（69.2％）と

最大で、「40 代」が 6 名（15.4％）、「50 代」が 4

名（10.3％）と続き、「20代」はいなかった。薬剤

師経験は「10 年以上 15年未満」が一番多く 15 名

（38.5%）で、次に「5 年以上 10 年未満」が 12 名

（30.8%）であった。また、現在の薬局の勤務年数

は「5 年以上」が最も多く 24 名（61.5%）であり、

「3 年以上 5 年未満」が 6 名（15.4%）と続いた。

勤務先の所在地は全国で 7県あったが、「栃木県」

が最も多く 15 名（38.5%）で続いて「東京都」10

名（25.6％）、「神奈川県」7 名（17.9%）であった。

勤務先の立地は「病院・クリニックの門前」が 35

名（89.7%）と最も多く、「面分業」の薬局は 4名

（10.3%）であった。薬局における口腔関連商品の

取扱い（複数回答）は、取り扱いのない薬局はな

く、「鎮痛薬」が 31 名と最も多く、「口内炎治療

薬」23 名、「歯磨剤」22名と続いた。一方で「舌

ブラシ」および「義歯安定剤」はそれぞれ 5名お

よび 6 名と少数だった。 

来局者に対する口腔に関連する薬剤師業務に

関しては、31 名（79.5％）の薬剤師がこれまでに

何らかの口腔に関する相談を受けていたが、その

頻度は「月 1 回程度」が 13 名（33.3％）、「それ以

下」が 12 名（30.8%）と、月 1 回以下が半数以上

であった。また、相談を受けていた 31名の具体的

な相談内容（複数回答）は、「口腔乾燥」が 23名

と最も多く、「口内炎」20 名、「味覚異常」14 名、

「歯茎の腫れ・出血」13 名、「歯の痛み」10 名で

あった。相談を受けた際の薬剤師の対応（複数回

答）では「歯科受診勧奨」が最も多く 23 名で、続

いて「口腔ケア用品の提案」17名、「OTC 医薬品の

提案」15 名であった。口腔トラブルや口腔ケアに

対する知識があるかという問いに対しては「そう

思わない」12 名（30.8%）、「あまりそう思わない」

14 名（35.9％）で知識がないと考えている薬剤師

が半数以上であった。更に、適切に説明できるか

という問いでは「そう思わない」が 11名（28.2%）、

「あまりそう思わない」が 12 名（30.8％）、適切

に対応する自信があるかという問いに対しては

「自信がない」13 名（33.3%）、「あまり自信がな

い」15名（38.5％）で自信がない薬剤師が 70％以

上であった。 

各薬剤師が現時点で「知っていた」「やや知って

いた」と回答した口腔の健康と関連する項目は

「口腔清掃習慣」38 名（97.5％）、「喫煙」37 名

（94.9％）、「間食」34 名（87.1%）、「ストレス」29
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名（74.4％）、「糖尿病」29 名（74.4%）、「認知症」

26 名(66.7%)、「肺炎」24名（61.6％）、「心疾患」

21 名（53.8%）、「脳血管疾患」18 名（46.2%）、「高

血圧」16 名（41.0％）であった。ROAG 評価につい

ては知っていた薬剤師は 5 名(12.8%)であった。 

続いて、研修前の段階で口腔領域に対する何ら

かの取り組みを受講者自身が行っていた事例は

11 名（28.2%）、勤務する薬局での実施例は 13 名

(33.3%)であった。受講者自身の具体的な取り組

み内容（複数回答）で最も多かったのは「定期歯

科受診の声掛け」8 名、続いて「口腔ケア用品の

取り扱いの充実」7 名、「口腔に関連した OTC 医薬

品の取り扱いの充実」5 名であった。薬局での具

体的な取り組み内容（複数回答）で最も多かった

のは「口腔に関連した OTC 医薬品の取り扱いの充

実」13 名、続いて「口腔ケア用品の取り扱いの充

実」11 名、「口腔に関連した来局者向けイベント

の開催」11名であった。 

最後に、口腔の健康に薬剤師が関わるべきかと

いう質問については 34名（87.2%）が「そう思う」

「ややそう思う」と回答した。 

 

2．研修後質問紙調査（中間報告） 

 回答者の属性は「30 代」が 14 名（66.7％）と

最大で、「40 代」が 4 名（19.0％）、「50 代」が 4

名（14.3％）と続き、「20代」はいなかった。薬剤

師経験は「10 年以上 15 年未満」が一番多く 8 名

（38.1%）で、次に「5 年以上 10 年未満」が多く

5 名（23.1%）であった。また、現在の薬局の勤務

年数は「5 年以上」が最も多く 12 名（70.6%）で

あり、「3 年以上 5 年未満」が 3 名（17.6%）と続

いた。勤務先の所在地は全国で 5 県あったが、「栃

木県」が最も多く 7 名（33.3%）で続いて「東京

都」、「神奈川県」の 5名（17.9%）であった。勤務

先の立地は「病院・クリニックの門前」が 17 名

（81.0%）と最も多く、「面分業」の薬局は 4 名

（19.0%）であった。 

 研修を受けたことによる変化については、相談

を受けた時に適切に対応する知識は得られたか

という設問に対して「そう思う」「ややそう思う」

と回答した薬剤師が 18名（85.7％）であり、来局

者にうまく説明ができるようになったかという

設問に対しては「そう思う」「ややそう思う」と回

答した薬剤師が 19 名（90.5％）であった。更に、

自信は高まったかという設問に対しても「そう思

う」「ややそう思う」と回答した薬剤師が 19 名

（90.5％）であった。 

口腔の健康と関連する項目は「喫煙」「間食」、

「口腔清掃習慣」「ストレス」「肺炎」「糖尿病」「高

血圧」「脳血管疾患」、「心疾患」、「認知症」のすべ

ての項目に関して全員が「理解できた」「やや理解

できた」「もともと理解していた」のいずれかと回

答した。ROAG 評価が理解できたかという設問につ

いては「そう思う」「ややそう思う」20名（95.2％）

だった。 

今後行う必要があると考える取り組み（複数回

答）は、受講者自身で上位に来たのは「定期歯科

受診の声掛け」が最も多く 16 名、続いて「口腔ケ

ア用品の取り扱いの充実」と「口腔に関連した OTC

医薬品の取り扱いの充実」がそれぞれ 12 名、「口

腔領域のスタッフ向け勉強会の開催」が 11 名で

あった。一方で勤務する薬局においては「口腔ケ

ア用品の取り扱いの充実」が 18 名、続いて「口腔

ケアに関連した OTC 医薬品の取り扱いの充実」が

16 名、「口腔に関連したイベントの開催」が 15名

であった。最後に、研修前と比べて口腔領域の健

康について薬剤師が積極的に関わるべきだと思

ったかという設問については全員が「そう思った」

「ややそう思った」と回答した。 

 

3．研修プログラム評価質問紙調査（中間報告） 

 回答者の属性は先述の通りである。研修の理解

度で「理解できた」「やや理解できた」と回答した

薬剤師は web 動画は 19名（90.5％）、口腔の健康

の重要性の講義、口腔ケアと観察の実技、研究の

実施方法、健康イベントの開催の講義、口腔の健

康サポート方法の講義は 21 名全員だった。 

 実技に関して、来局者に説明できるかという問
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いに関しては 19 名（90.5%）がそう思うと回答し

た。 

 研修が実際の業務に役立つかという設問につ

いて「そう思う」「ややそう思う」と回答したのは、

web 動画、研究の実施方法が 20 名(95.2%)で、そ

れ以外は 21名全員だった。 

 時間配分が適切か否かに関しては「そう思う」

「ややそう思う」と回答したのは、web 動画、健

康イベントの開催が 20名(95.2%)で、それ以外は

21 名全員だった。 

 オンラインでも問題ないかという設問に関し

て「そう思う」「ややそう思う」との回答は、web

動画 20名(95.2%)、研究の実施方法 17名（81.0%）、

口腔の健康の重要性 16名（76.2％）、健康イベン

トの開催 12名（57.1％）、口腔の健康サポート 12

名（57.1％）、口腔ケアと観察 8 名（38.1％）であ

った。 

 研修会の人数が適切かという設問に対して「そ

う思う」「ややそう思う」と回答したのは 20 名

(95.2%)だった。 

研修の満足度で「満足」「やや満足」と回答した

のは web 動画、研究の実施方法は 20 名(95.2%)で

それ以外は 21 名全員で、研修全体の総合満足度

も 21 名全員が「満足」「やや満足」と回答した。 

 

D. 考察 

 口腔の健康サポートに特化した薬剤師の研修

プログラムを構築し、Web 研修は研究協力薬剤師

全員に、実地研修を前半グループに実施した。 

前半グループの受講者は「栃木県」が最も多か

った。栃木県薬剤師会は、「オーラルケア商品の購

入者に対する歯科受診勧奨ガイドライン」を作成

するなど、薬局が地域住民の口腔の健康サポート

を推進する取組を実施しており、他地域における

推進のヒントになると考えられる 13)。一方で、研

修前に口腔の健康サポートに関して知識がない、

自信がないと答えた薬剤師がそれぞれ 66.7％、

71.8％であり、口腔の健康サポートについて学び

が不足している状況が示唆された。また、今回受

講した薬剤師の薬局は「病院・クリニックの門前」

が 89.7％だったため、口腔関連商品の取り扱いは

鎮痛薬、口内炎治療薬といった薬剤以外は少なか

ったが、栃木県の薬局においては多くの商品を取

り扱っていた。 

 薬剤師が実際に備えていた知識は生活習慣と

の関連は全体的に高めであったが、それに比べて、

病気との関連はそれほど高くなかったことから、

本研修プログラムにより当該知識が高まれば、地

域住民の定期歯科受診啓発において有用と考え

られる。中間結果ではあるが、前半グループでは

本研修プログラムによりほとんどの健サポ薬剤

師の理解度が高まっていた。更に、研修の時間配

分や人数も適切であるとの回答が得られ、ほとん

どの受講者の満足度も高いことから、本研究終了

後も薬剤師の口腔の健康サポート能力の向上の

ため、本研修は広く展開するに値すると思われる。 

今回の研修を受講したほとんどの薬剤師は自

信が高まったと答えており、受講前に口腔領域に

おいて何らかの取り組みを行っていた薬剤師は

11 名だったが、受講後には 1 名を除いて何らかの

取り組みを行うべきだと考え、すべての薬剤師が

薬局として何らかの取組を行うべきだと考えた

ことから、薬剤師の意識向上においても本研修は

有用だと考えられた。 

 

E. 結論 

 本年度の研究で構築した研修プログラムを健

サポ薬剤師に実施することで、口腔の健康サポー

トに関する自信がつき、薬局において口腔の健康

サポートを行うべきという意識が上がった。この

ことから、当該研修を全国に展開することで、健

康サポート薬局の発信力を活かして地域住民の

口腔の健康に対する意識があがり、健康寿命の延

伸に繋がると考えられる。次年度は残りの半数の

健サポ薬剤師に対する研修を完了し、本研修プロ

グラムの評価を分析することで改善すべき点を

修正してプログラムを確立すると共に、健サポ薬

剤師の介入の有用性を無作為化比較試験にて検
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証していく。 

 

F. 健康危険情報 

 なし 

 

G. 研究発表 

1．論文発表 

  なし 

 

2．学会発表 

林 直子. 厚生労働科学研究 ～地域住民の口腔

内に対する薬局薬剤師の健康サポート(中間報

告)～, 第 26 回日本口腔ケア協会学術大会並び

に日本口腔ケア学会春季大会(東京), 2024年 2月, 

口頭（シンポジウム）,  

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

なし 

 

2. 実用新案登録 

なし 

 

3. その他 

なし 
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別添４ 

令和 5年度 厚生労働科学研究費補助金 

（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

歯科領域の医療費・歯科医療費に関する文献レビュー 

 

研究分担者 浜田 将太 

一般財団法人 医療経済研究・社会保険福祉協会 医療経済研究機構 研究部 副部長 

 

研究要旨 

本研究の目的は、本事業にて実施中の保険薬局における口腔の健康サポートに関する研究の一環

として、医療費・歯科医療費への影響を推計するにあたっての基礎情報を得ることである。日本で

実施された関連研究の文献レビューを行ったところ、歯科疾患だけでなく糖尿病等の疾患と医療

費・歯科医療費との関連、喫煙状況による歯科医療費の違い、生活環境や社会経済的状況による歯

科受診状況の違い等、これまでに幅広い知見が得られている。口腔健康の費用への影響を測定する

ためには、歯科医療費だけではなく、医療費も含めた評価が必要であること、また数年単位の中・

長期的な評価を行わなければ効果を過小評価するリスクがあると考えられた。 

A．研究目的 

本研究の目的は、本事業にて実施中の保険薬局

における口腔の健康サポートに関する研究の一

環として、医療費・歯科医療費への影響を推計す

るにあたっての基礎情報を得ることである。特に、

本事業における保険薬局での口腔の健康サポー

ト介入後の歯科受診や費用に関するデータを先

行研究で補完する可能性を考慮して調査した。 

 

B．研究方法 

PubMedにて、以下の検索語を文献のタイトルと

抄録に限定して検索した(dental OR periodon* 

OR occlusal OR cavity OR caries) 

(expenditure* OR expense* OR cost*) japan*

（検索日：2024年 4月 30日）。 

タイトルと抄録から成人を対象とした歯科診

療の費用等を評価した文献を選択し、これまでに

得られている関連する知見を要約した。 

 

C．研究成果 

検索により 132 件が特定され、そのうち 27 件

を取り上げ、以下に簡潔に示す。 

歯科医療費の全体像としては、1984年から 2020

年で 1.53 倍に増加し、特に高齢者での増加が顕

著である（Sato Y, et al. PLoS One. 2023）。1

人あたりの歯科医療費には、地域や年齢などいく

つ か の 因 子 が 関 連 する （ Ni SC, et al. 

Healthcare (Basel). 2022）。 

労働者を対象とした研究では、歯周病は糖尿病、

消化器系疾患、肝疾患の医療費の増加と関連する

可能性が示唆されている（Ide R, et al. J 

Periodontol. 2007）。また、男性労働者において、

全体としては、歯科受診があると、口腔の健康状

態は良好であるが、歯科受診頻度と歯科医療費の

組み合わせに応じた違いも認められている

（Shimazaki Y, et al. J Occup Health. 2020）。
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咬合支持状況と医療費の相関もみられている

（Murata T, et al. J Health Econ Outcomes Res. 

2020）。高齢者において、歯数と入院日数や医療費

（Saito M, et al. Geriatr Gerontol Int. 2019）、

歯周炎と医療費との関連が示されている（Sato M, 

et al. Geriatr Gerontol Int. 2016）。地域在住

高齢者の主観的な口腔健康が悪いと医療費（特に

外来医療費）が高かったという報告もある

（Harada E, et al. Gerodontology. 2012）。 

疾患との関係をみた研究も存在する。糖尿病患

者では、定期的な歯周病管理により、入院やイン

スリン導入のリスクだけではなく、医療費も減少

したこと（Shin JH, et al. J Clin Periodontol. 

2021）や歯数が少ないほど、医療費が高かったこ

と（Suzuki S, et al. Bull Tokyo Dent Coll. 

2021）が示されている。一方で、糖尿病の状況に

よる歯科受診や歯科医療費に違いはなかったと

いう報告もある（Ide R, et al. Ind Health. 

2010）。BMIと代謝異常の組み合わせによる肥満の

分類によって、医療費・歯科医療費をより正確に

予 測 す る こ と が で き る と の 報 告 も あ る

（Nishikawa K, et al. J Epidemiol. 2020）。高

齢者において、歯数が少ないと脳卒中に関係した

医療費が高かったという研究（Iwasaki M, et al. 

Geriatr Gerontol Int. 2017）や歯数が少ないあ

るいは歯周の状態が悪いと、主病名が認知症であ

る医療費の合計額が高かったというもの（Saito M, 

et al. Am J Alzheimers Dis Other Demen. 2021）

もある。 

生活習慣としては、喫煙者では歯科医療費が高

いことが示されている（Chikamoto Y, et al. Am 

J Health Promot. 2005、Ide R, et al. J Dent 

Res. 2009、Kawamura K, et al. BMC Oral Health. 

2022）。 

生活環境と歯科受診状況との関連も調査され

ている。国民生活基礎調査に基づいた分析では、

配偶者のいない男性では歯科治療が少ないこと

（Inoue Y, et al. BMC Oral Health. 2022）や

男性の家族介護者では歯科受診が少ないことが

示されている（Ishimaru M, et al. Community 

Dent Oral Epidemiol. Online ahead of print）。 

社会経済的状況による歯科受診状況の格差も

報告されている。月収が低いと、医療や歯科医療

の受診が少ないことが報告されている（Babazono 

A, et al. Int J Technol Assess Health Care. 

2008）。生活保護受給者では、歯科医療費の支払い

が医療扶助の対象となるにもかかわらず、歯科受

診が少ないこと（Kino S, et al. Community Dent 

Oral Epidemiol. 2024）や、若齢、女性、国籍、

精神障害がある場合に歯科受診が多いことが示

されている（Nishioka D, et al. Int J Equity 

Health. 2021）。 

COVID-19流行期では、歯科診療サービス利用頻

度の減少（第 1波・第 2波）及び 1受診あたりの

歯科医療費の増加（第 1 波）が認められている

（Kusama T, et al. J Epidemiol. 2024）。第 1回

の緊急事態宣言中には、前年同月と比べ、非高齢

者と高齢者ともに歯科受診、歯科治療日数、歯科

医療費が減少したとの報告もある（Morita I, et 

al. Oral Health Prev Dent. 2023）。 

職域プロモーション活動によって、短期的には

歯科医療費は増大するが、その後は減少する可能

性が示唆されている（Ide R, et al. Community 

Dent Oral Epidemiol. 2001）。職域プロモーショ

ン活動への参加者では、歯科、歯周病、医療にか

かる費用、歯科受診が少なかったという報告もあ

る（Mochida Y, et al. Int J Environ Res Public 

Health. 2022）。また、職域歯科健診によって歯科

医 療 費 が 減 少 し た こ と も 示 さ れ て い る

（Ichihashi T, et al. BMJ Open. 2022）。 
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D．考察・結論 

これまでに歯科領域の医療費・歯科医療費に関

する相応数の研究報告があり、関連する研究は増

加傾向にあった。歯科疾患だけでなく糖尿病等の

疾患と医療費・歯科医療費との関連、喫煙状況に

よる歯科医療費の違い、生活環境や社会経済的状

況による歯科受診状況の違い等、これまでに幅広

い知見が得られている。口腔健康の費用への影響

を測定するためには、歯科医療費だけではなく、

医療費も含めた評価が必要であること、また数年

単位の中・長期的な評価を行わなければ効果を過

小評価するリスクがあると考えられた。また、歯

科受診や費用に関するデータを先行研究で補完

する際には、評価期間だけではなく、疾患、喫煙

状況、生活環境、社会経済的状況等をできる限り

考慮することがより正確な医療費・歯科医療費の

推定に重要であると考えられた。 

 

E．研究発表 

1．論文発表 

なし 

 

2．学会発表 

なし 

 

F．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

なし 
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2. 実用新案登録 

なし 

 

3. その他 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金 

（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

口腔ケアに対する薬局薬剤師の認識に関する先行調査の論文化 

 

研究分担者 岩田 紘樹 

慶應義塾大学薬学部 医療薬学・社会連携センター社会薬学部門 専任講師 

 

研究要旨 

歯周病は糖尿病や脳梗塞などの全身疾患の増悪因子にもなり得ることから、薬局薬剤

師が地域住民の口腔の健康維持・増進に関わる意義は大きい。我々はこれまでに、薬局

薬剤師 324 名を対象に口腔ケアに対する認識を調査しており、今回、研究成果について

英文論文を作成した。約 7 割の薬局薬剤師が日常的な口腔トラブルや口腔ケアへの対応

を薬局薬剤師の役割として認識していたが、自信度は低く、薬剤師向けの口腔領域の教

育・研修（75.6％）が必要であるという意見が多かった。この先行調査の成果は、本事

業にて健康サポート薬局の薬剤師による地域住民の口腔ケア支援の効果を検証する上で

重要な知見となると考えられる。 

A．研究目的 

歯周病は糖尿病 1)や脳梗塞 2)などの全身疾患の

増悪因子にもなり得ることから、薬局薬剤師が地

域住民の口腔の健康維持・増進に関わる意義は大

きい。我々はこれまでに、薬局薬剤師を対象に口

腔ケアに対する認識を調査し、学術大会にて発表

を行った（日本社会薬学会第 39 年会、2021 年）。

この先行調査の成果は、本事業にて健康サポート

薬局の薬剤師による地域住民の口腔ケア支援の

効果を検証する上で重要な知見となると考え、英

文論文化を行うこととした。 

 

B．研究方法 

本先行調査は、株式会社ネグジット総研にモニ

ター登録している薬局薬剤師324名を対象として、

2021 年 3 月 26 日～3 月 29 日に web 方式の無記

名自記式質問紙調査を実施したものである（慶應

義塾大学薬学部人を対象とする研究倫理委員会：

承 210323-1）。得られた研究成果について、結果

を精査し、英文論文化を行った。 

 

C．研究結果・考察 

本先行調査で得られていた結果について、以下

に簡潔に示す。 

日常的な口腔トラブルや口腔ケアへの対応を

薬局薬剤師の役割として認識している割合は

66.0%であった。医薬品による口腔関連副作用へ

の対応を薬局薬剤師の役割として認識している

割合（87.6%）よりは低かったものの、およそ 7 割

の薬局薬剤師が口腔トラブルや口腔ケアへの対

応を肯定的に捉えていた。しかし、対応への自信

度は口内炎が 52.2％、口腔乾燥が 38.3%にとどま

っており、オーストラリア 3)やイギリス 4)の報告

と比較して低かった。不安要素として、適切な対

応方法に関する知識不足（60.2％）や口腔内の症

状に関する知識不足（54.9％）が多く挙げられ、
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薬剤師向けの口腔領域の教育・研修（75.6％）が

必要であるという意見が多かった。我が国の薬局

薬剤師による口腔の健康維持・増進の取り組みの

推進には、教育・研修の仕組み作りが有用である

ことが示唆された。 

 

D．結論 

我が国の薬局薬剤師を対象とした先行調査に

ついて、諸外国の薬剤師に関する報告も引用しな

がら、英文論文を作成した。今後 Journal of the 

American Pharmacists Association に投稿を行う。 

 

引用文献： 

1. Taylor GW. Ann Periodontol. 2001; 6:99-112. 

2. Sen S, et al. Stroke. 2018; 49:355-362. 

3. Taing MW, et al. Int J Pharm Pract. 2016; 

24:237-246. 

4. Mann RS, et al. Br Dent J. 2015; 218:E10. 

 

E．研究発表 

1．論文発表 

なし 

 

2．学会発表 

1) 岩田紘樹: 健康サポート薬局における口

腔ケアの取組み～唾液による口腔内環境チ

ェックやオーラルフレイルチェック～, 第

20 回日本口腔ケア学会総会・学術大会（招

待講演）, 2023 年 4 月． 

2) 岩田紘樹: 薬局で行う口腔の健康セルフ

チェックと口腔ケア啓発の有用, 第 26 回日

本口腔ケア協会学術大会並びに日本口腔ケ

ア学会春季大会（招待講演）, 2024 年 2

月． 

 

F．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

なし 

 

2. 実用新案登録 

なし 

 

3. その他 

なし 
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研究成果の刊行に関する一覧表 
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令和 ６ 年 ５ 月 ２０ 日 
厚生労働大臣  殿 

                                           
                              機関名  慶應義塾大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  学長 
                                                                                      
                              氏 名  伊藤 公平          
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業                                         

２．研究課題名  薬局における口腔の健康維持・増進を推進する薬剤師対象教育プログラムの開発および 

 地域住民を対象とした口腔の健康サポート事業の有用性評価                                        

３．研究者名  （所属部署・職名） 薬学部・教授                                

    （氏名・フリガナ） 山浦 克典・ヤマウラ カツノリ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■ 慶應義塾大学薬学部 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

芝共立厚労 2024-0005 



令和６年３月２６日 
 
 

厚生労働大臣 殿                                                                              
                 
                          機関名 一般財団法人医療経済研究・社会保険福祉協会 

医療経済研究機構 

                   所属研究機関長 職 名  所長 
                           氏 名  遠藤 久夫         

 
   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業             

２．研究課題名 薬局における口腔の健康維持・増進を推進する薬剤師対象教育プログラムの 開発および

地域住民を対象とした口腔の健康サポート事業の有用性評価   

３．研究者名  （所属部署・職名）  研究部・副部長                                

    （氏名・フリガナ）  浜田 将太・ハマダ ショウタ                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 慶應義塾大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 ６ 年 ５ 月 ２０ 日 
厚生労働大臣  殿 

 
                              機関名  慶應義塾大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  学長 
                                                                                      
                              氏 名  伊藤 公平          
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業                                         

２．研究課題名  薬局における口腔の健康維持・増進を推進する薬剤師対象教育プログラムの開発および 

 開発および地域住民を対象とした口腔の健康サポート事業の有用性評価                                        

３．研究者名  （所属部署・職名） 薬学部・専任講師                                

    （氏名・フリガナ） 岩田 紘樹・イワタ ヒロキ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■ 慶應義塾大学薬学部 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

芝共立厚労 2024-0006 



令和６年５月２２日 
 
厚生労働大臣 殿 

                                                                       
                              機関名 国立大学法人東京大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 藤井 輝夫       
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理

については以下のとおりです。 

１．研究事業名  医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業                        

２．研究課題名  薬局における口腔の健康維持・増進を推進する薬剤師対象教育プログラムの開発    

および地域住民を対象とした口腔の健康サポート事業の有用性評価                 

３．研究者名  （所属部署・職名）  大学院薬学系研究科・特任研究員                

    （氏名・フリガナ）  岡﨑 光洋・オカザキ ミツヒロ                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■ 慶應義塾大学薬学部 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


